


番号 生年月日確認欄 ｼﾒｲ 氏名 和暦 年 月 日 性別 団体名 役職名 郵便番号 住所 備考

1 OK ｺﾊﾞﾔｼ ﾋﾃﾞﾂｸﾞ 小林 英嗣 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 会長

2 OK ﾀｶﾅﾍﾞ ﾂﾖｼ 高鍋 剛 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 副会長

3 OK ﾔﾏﾓﾄ ｶｽﾞﾏ 山本 一馬 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 副会長

4 OK ﾜﾀﾗｲ ｾｲｼﾞ 渡會 清治 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 専務理事

5 OK ﾅｶｶﾞﾜ ｻﾄｼ 中川 智之 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 常務理事

6 OK ﾁﾊﾞ ﾖｳｺ 千葉 葉子 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事、事務局長

7 OK ｱﾝﾄﾞｳ ﾋﾛﾕｷ 安藤 裕之 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

8 OK ｲﾉｳｴ ﾀﾀﾞﾖｼ 井上 忠佳 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

9 OK ｳﾁﾔﾏ ｽｽﾑ 内山 征 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

10 OK ｳﾝﾉ ﾖｼﾕｷ 海野 芳幸 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

11 OK ｴﾀﾞ ﾘｭｳｿﾞｳ 江田 隆三 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

12 OK ｴﾈｲ ﾉﾘﾖｼ 江井 仙佳 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

13 OK ｶﾄｳ ﾀｶｱｷ 加藤 孝明 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

14 OK ｶﾐﾔ ﾋﾃﾞﾐ 神谷 秀美 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

15 OK ｺｲｽﾞﾐ ﾋﾃﾞｷ 小泉 秀樹 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

16 OK ｺﾊﾞﾔｼ ﾏｻﾕｷ 小林 真幸 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

17 OK ｺﾝﾄﾞｳ ﾖｳｽｹ 近藤 洋介 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

18 OK ｻｶｲ ﾀｹﾙ 坂井 猛 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

19 OK ｻﾀﾆ ｶｽﾞｴ 佐谷 和江 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

20 OK ｽｽﾞｷ ｼｭﾝｼﾞ 鈴木 俊治 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

21 OK ｽﾄｳ ｱﾂｼ 須藤 敦司 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

22 OK ｿﾉﾀﾞ ｻﾄｼ 園田 聡 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

23 OK ﾀｶﾉ ﾃﾂﾔ 髙野 哲矢 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

24 OK ﾀｼﾞﾏ ﾔｽｼ 田島 泰 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

25 OK ﾄﾞｲ ﾋﾃﾞｵ 土肥 英生 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

26 OK ﾅｶﾆｼ ﾏｻﾋｺ 中西 正彦 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

27 OK ﾊｾｶﾞﾜ ﾘｭｳｿﾞｳ 長谷川 隆三 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

28 OK ﾊﾗ ﾀｸﾔ 原 拓也 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

29 OK ﾋｶﾞｼ ﾏﾕｺ 東 繭子 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

30 OK ﾋｼﾞ ﾄｵﾙ 臂 徹 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

31 OK ﾋﾗｲ ｶｽﾞﾎ 平井 一歩 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

32 OK ﾋﾗｼﾀ ﾀｶﾋﾛ 平下 貴博 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

33 OK ﾌｼﾞｶﾜ ｶｽﾞﾋﾛ 冨士川 一裕 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

34 OK ﾎﾘｴ ﾕｳｽｹ 堀江 佑典 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

35 OK ﾏｷ ｱﾂｼ 牧 敦司 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

36 OK ﾓﾘ ｼｹﾞｱｷ 守 茂昭 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

37 OK ﾔﾏﾓﾄ ﾄｼﾔ 山本 俊哉 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 理事

38 OK ｻｴｷ ﾀﾀﾞｼ 佐伯 直 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 監事

39 OK ｻｻﾊﾗ ｶﾂ 笹原 克 認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会 監事

（入力方法）必ずお読みください。
□役員名簿には、貴団体に所属する役員すべてを記載してください。
□役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。
□備考欄には、他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）、申請団体における役員としての、今回申請する事業の実施に影響すると考えられる
情報を記載ください。
□氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）
□氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）
□生年月日（大正は T、昭和は S、平成は Hで半角とし、数字は２桁半角）
□性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役職名をセルごとに入力してください。
□入力確認欄にchek!が表示されているときは、和暦と生年月日の組み合わせをもう一度確認してください。
□黄色いセルは文字を入力すると白くなります。記入漏れがないようにすべての項目の入力をお願いします。
（留意事項）
※記載例は、消して使用してください。
※外国人については、氏名欄にはアルファベットを、シメイ欄は当該アルファベットのカナ読みを入力してください。
※提出の際は、本エクセルにてご提出ください（PDF等に変換はしないでください）。
※上記の要件を満たしていない場合は、再提出を求めることがございます。
※役職名は必ず役職を入れてください。
※明治45年は7月30日まで、大正15年は12月25日まで、昭和64年は1月7日までです。

役員名簿





<留意点>

添付する公募システムフォルダ名 提出する書類 チェック 備考

役員名簿 役員名簿 添付済み

※書式を厳守し、エクセル形式でご提出ください。
※役員名簿にはパスワードをかけ、パスワードはJANPIA WEBサイト
から指定のフォームでJANPIAに送ってください。（詳細は、JANPIA 
WEBサイト申請ページをご確認ください。）

情報公開承諾書 情報公開同意書（承諾書） 添付済み

規程等※ ― 添付済み
※公募システムで入力した該当する規程類が添付できていることを確認
し、チェックしてください。

定款 定款 添付済み

登記事項証明書 登記事項証明書（全部事項証明書） 添付済み 発行日から３ヶ月以内の現在事項全部証明書の写しをご提出ください。

事業報告書（過去3年分） 事業報告書（過去3年分） 添付済み
設立から３年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出
ください。

  貸借対照表 添付済み

  損益計算書（活動計算書、正味財産増減計算
書、収支計算書等）

添付済み

  *キャッシュ・フロー計算書

  *附属明細書 添付済み

  *財産目録 添付済み

  *収支決算書

 *監事及び会計監査人による監査報告書 添付済み

添付する公募システムフォルダ名 提出する書類 チェック 備考

助成申請書 助成申請書 添付済み

資金計画書 資金計画書 添付済み

申請書類チェックリスト 申請書類チェックリスト※本紙 添付済み

コンソーシアム協定書（案） ・参考書類として提出していただきます。

コンソーシアムに関する誓約書

規程類

規程類に関する必須項目確認書

役員名簿

★JANPIA企画_Andまちづくり_200727 添付済み

申請事業ごとに提出す
る申請書類

決算報告書類（過去3年分）

設立から3年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出く
ださい。
*キャッシュ・フロー計算書、附属明細書、財産目録及び収支決算書につ
いては、作成している場合は提出してください。監事及び会計監査人に
よる監査報告書は監査を受けている場合提出してください。
※ソーシャルビジネス形成支援事業とイノベーション企画支援事業に
ついては、「決算報告書類（過去３年分）」を参考書類として提出してい
ただきます。

その他※
「提出書類」の空欄に提出する書類名を入力してください。
※欄が足りない場合は、シートの保護を解除（パスワードなし）のうえ、
「挿入」で行を追加してください。

団体ごとに提出する
申請書類
※複数事業申請の場合、
2事業目以降は記入不要

その他（計画の別添等）

団体パンフレットや広報誌等、参考となる資料があれば提出してくださ
い。
「提出書類」の空欄に提出する書類名を入力してください。
※欄が足りない場合は、シートの保護を解除（パスワードなし）のうえ、
「挿入」で行を追加してください。

・幹事団体以外の各構成団体は左記の申請書類を用意し、幹事団体が
公募システムに添付してください。
・規程類については公募要領の別添１をご参照ください。
・幹事団体以外の各構成団体の規程類はzipファイルに格納の上、幹事
団体が公募システム「コンソーシアム関連書類」に添付してください。

コンソーシアム関連書類

申請書類チェックリスト

申請事業名の主題（入力）

申請事業の分類（選択）

多分野連携による新たなイノベーションまちづくり構築事業

イノベーション企画支援事業

・申請書類を提出する前に必ず本チェックリストを使って提出書類が揃っているか確認してください。
 本チェックリストも申請書類と合わせて提出してください。
※公募システムへの添付方法の詳細は、『公募システムの操作の手引き』を参照ください。

・本申請チェックリストは事業ごとにご提出ください。なお、２事業目以降は、「団体ごとに提出する申請書類」の記載は不要です。
「申請事業ごとに提出する書類」のみ記載ください。
※申請団体が申請できる事業は、同一事業区分の中で１事業まで、異なる事業区分間では合計２事業まで申請可能とします。
なお、防災・減災支援、緊急災害支援については組み合わせての申請も可能とし、この場合は１申請とみなします。




